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令和 2年 6月 23 日 

 

 

令和 2年度 国立研究開発法人物質・材料研究機構調達等合理化計画（案） 

 

 

「独立行政法人における調達等合理化計画の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日

総務大臣決定）に基づき、国立研究開発法人物質・材料研究機構（以下「機構」という）

は、事務・事業の特性を踏まえ、PDCA サイクルにより、公正性・透明性を確保しつつ、自

律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、令和 2 年度国立研究開発法人物質・材料

研究機構調達等合理化計画を以下のとおり定める。 

 

１．調達の現状と要因の分析 

（１）機構における令和元年度の契約状況は、表１のようになっており、契約件数は 1,034

件、契約金額は 139.8 億円である。うち競争性のある契約は 1,018 件（98.5％）、137.8

億円（98.6％）、競争性のない随意契約は 16 件（1.5％）、2.1 億円（1.5％）となって

いる。 

平成 30 年度と比較して、契約件数は増加しているが、競争性のない随意契約の件数

は減少しており、上下水道、ソフトウェアの使用許諾等の当該調達の相手方が特定され

る契約のみであり、真にやむを得ないものに限定されている。 

 

表１ 令和元年度の物質・材料研究機構の調達全体像 
     (単位:件､億円） 

  
平成 30 年度 令和元年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
(78.6%) (92.1%) (46.3%) (86.1%) (△35.3%) (31.4%)

740 91.6 479 120.4 △ 261 28.8

企画競争･公募 
(14.6%) (4.9%) (6.2%) (3.2%) (△53.6%) (△8.2%)

138 4.9 64 4.5 △74 △0.4

特例随意契約 
(4.4%) (1.1%) (46.0%) (9.2%) (1,058.5%) (1,072.7%)

41 1.1 475 12.9 434 11.8

競争性のある 

契約（小計） 

(97.6%) (98.1%) (98.5%) (98.6%) (10.8%) (41.2%)

919 97.6 1,018 137.8 99 40.2

競争性のない 

随意契約 

(2.4%) (1.9%) (1.5%) (1.5%) (△30.4%) (10.5%)

23 1.9 16 2.1 △7 0.2

合計 
(100%) (100%) (100%) (100%) (9.8%) (40.5%)

942 99.5 1,034 139.8 92 40.3

(注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

(注２）比較増△減の（）書きは、令和元年度の対平成 30 年度伸び率である。 

(注３）少額随意契約を除く。 

 

（２）機構における令和元年度の一者応札・応募の状況は表２のようになっており、１者以

下となった契約件数は 277 件（57.3％）、契約金額は 87.2 億円（71.9％）である。 

   平成 30 年度との比較では、競争契約全体の件数・金額が増加する中にあって、一者

応札・応募の件数は減少している（48.1％の減）。これは、公開見積競争を原則とする

「特定研発特例随契」や、「随意契約確認公募」の活用を有効に進めたことによるもの
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である。 

     

表２ 令和元年度機構の一者応札・応募状況           (単位:件､億円） 

  平成 30 年度 令和元年度 比較増△減 

２者以上 
件数 208 (28.0％) 206 (42.7％) △2 (△1.0%)

金額 12.1 (13.2％) 34.1 (28.1％) 22.0 (181.8%)

1 者以下 
件数 534 (72.0％) 277 (57.3％) △257 (△48.1%)

金額 79.6 (86.8％) 87.2 (71.9％) 7.6 (9.5%)

合計 
件数 742 (100％) 483 (100％) △259 (△34.9%)

金額 91.8 (100％) 121.2 (100％) 29.4 (32.0%)

(注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

(注２）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。

(注３）比較増△減の（ ）書きは、令和元年度の対平成 30 年度伸び率である。 

 

２．重点的に取り組む分野（【 】は評価指標） 

上記１の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、特に機構における調達件数の多

くを占める研究機器類の調達や設備の点検･整備をはじめとする物品・役務関係の調達に

着目し、以下の取組を行うことにより調達の改善及び事務処理の効率化に努めることとす

る。           

（１）随意契約の適正化に関する取組 

    【評価指標：競争性のない随意契約の件数・金額・割合】 

① 真にやむを得ないものを除き、競争性のある契約方式に移行した結果、「競争性の

ない随意契約」の件数（全契約件数に占める割合）は、「独立行政法人の契約状況の

点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）等に基づき策定した「随意

契約見直し計画」の見直し対象年度となった平成 20 年度の 116 件（13.2％）から、

削減に取り組んだ結果、令和元年度は 16 件（1.5％）となっている。 

    令和２年度においても、引き続き競争性のない随意契約によらざるを得ないとする

ものについては、当機構契約事務細則にある随意契約ができる場合の事由との整合性

やその理由等の審査を機構内に置かれた契約審査委員会で行うとともに、監事及び外

部有識者によって構成する契約監視委員会において事後点検を受けることとする。 

② 契約の性質上、履行可能な者が限られる案件については、競争入札の可能性につい

て慎重に検討の上、履行可能な者が１者しかないことがほぼ確実と考えられる場合に

は、当該調達のために必要となる技術等を明示して参加者を募る「随意契約事前確認

公募」により調達の効率化に努めるとともに公平性、透明性を確保する。公募の手続

きで特定の者だけが履行し得ることが確認された場合には価格交渉を行い、契約を締

結することとし、履行可能者が複数の場合は競争性のある契約へ移行することとす

る。 

③ 「特定国立研究開発法人の調達に係る事務について」（平成 29 年 3 月内閣総理大

臣・総務大臣決定）において定められた研究開発に直接関係する 500 万円以下の物品

（物件の買い入れ）・役務（工事又は製造及び物件の借り入れを除く）に限り、「特定

研発特例随契」を適用する。「特定研発特例随契」についは、以下に基づき適正な運

用を図り、競争性及び透明性を確保することとする。 

     ○ 公開見積競争を原則とし、これによらない場合は見積合わせを実施する。 

     ○ 公開見積競争の参加者が一者である場合には、価格交渉を実施する。 

     ○ 機構契約監視委員会等による適切な監視を実施する。 

     ○ 導入したことによる効果を独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）

第 35 条の 6第 3項の規定に基づき作成する自己評価書に記載する。 
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（２）一者応札・応募の低減に向けた取組 

    【評価指標：一者応札・応募の件数・金額・割合】 

一者応札・応募で契約している案件のうち、特に材料科学技術に関する基礎研究及び

基盤的研究開発等に係る調達については案件の特殊性から応札者が限られる傾向がある

ため、前記の「随意契約事前確認公募」によることが妥当な案件については同公募に移

行し、一般競争で行う案件については引き続き、以下の取組を行うことにより、複数事

業者の参入による競争性の確保に努めることとする。また、契約過程や契約内容の妥当

性について、監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会において事後点検を

受けることとする。 

  ① 公告期間の確保 

最低価格落札方式、総合評価落札方式、企画競争方式による調達については、公告

から受領期限まで、20 日以上の十分な周知期間を確保する。 

  ② 競争参加資格制限の緩和 

予定金額による競争参加資格制限を緩和し、原則として全資格等級が参加できるよ

うにする。 

  ③ 調達予定情報の提供 

機構のホームページへ年間の調達予定情報のほか年度途中において発生した調達案

件についても入札公告前に案件名を公開することにより、応札者が準備に要する期間

を確保できるようにする。  
④ 仕様書の審査 

受注者を限定しているような仕様書となっていないかの事前審査を機構内に設置し

た「契約審査委員会」（契約見込額 3,000 万円以上／件の案件）、「仕様審査アドバイ

ザー」（契約見込額 800 万円以上／件の案件）において引き続き行うとともに、チェ

ックリストも活用する。 

  ⑤ 競争参加者の積極的な発掘 

文部科学省及び所管関係法人ホームページで調達情報について相互にリンクを張る

とともに、地元商工会等ホームページへ調達情報を掲載する。 

  ⑥ メールマガジンの配信 

入札公告掲示の都度、「NIMS 調達情報メールマガジン」によるメール配信を行い、

情報を広く展開する。 

  ⑦ 電子入札システムの活用等 

機構のホームページより入札公告、仕様書等の受領から応札まで可能な「電子入札

システム」の活用や入札書類の受領方法について、従来の持参方式に加え、郵送等に

よる書類受領についても可能とするなど、応札参加者の利便性を図る。 

  ⑧ 情報収集 

応札を辞退した事業者に対し、その理由を確認するためのアンケート調査を行うと

ともに、辞退理由を要求担当者にフィーﾄﾞバックするなどして、更なる改善を図る。  

 

（３）調達事務の合理化・経費削減に向けた取組 

    【評価指標：検討結果及び実施件数・金額】  

① 共同調達・一括調達による事務合理化・調達経費削減 

物品・役務関係については、汎用的な備品･消耗品等を中心に他機関＊1との共同調

達（トイレットペーパー、PPC 用紙、蛍光管）及び一括調達（パソコン、実験・建物

設備等維持管理用薬品等）を行うなどして、事務処理の効率化・調達費用の削減に努

めることとする。 

    ＊1筑波大学、茨城大学、筑波技術大学、高エネルギー加速器研究機構、防災科学技
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術研究所、宇宙航空研究開発機構、教員研修センターの７機関 

② インターネット調達の拡充 

50 万円未満の文具事務用品等の物品の効率的な調達を図るため、インターネット調

達に引き続き取り組むとともに、文具事務用品以外のオフィス用品、理化学用品、Ｉ

Ｔ関連用品等の品目への拡充を引き続き検討し、効率的かつ迅速な納品に取り組む。  

③ 公開見積競争による見積合わせの実施 

100 万円以上の少額随意契約及び「特定研発特例随契」において、機構の窓口やホ

ームページに調達情報を提示したうえで、幅広く見積参加者を募る公開見積競争手続

を適用し、調達の公平性、透明性を確保しつつ事務の効率化に取り組む。 

 

（４）その他留意事項  

本計画の実施にあたっては、「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法

律」（昭和 41 年 6 月 30 日法律第 97 号）、「国等による環境物品等の調達の推進等に関す

る法律」（平成 12 年 5 月 31 日法律第 100 号）、「国等による障害者就労施設等からの物

品等の調達の推進等に関する法律」（平成 24 年 6 月 27 日法律第 50 号）等の諸施策との

整合性にも留意する。 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底 

（１）調達手続における権限の明確化 

   「会計規程」及び「会計担当者の職位及び所管する事務の範囲等を定める細則」に基

づき契約締結権限の明確化を図り、調達手続きの適正な執行を確保する。 

研究課題責任者等による契約締結を認めている予定価格 50 万円未満の物品購入及び役

務の調達についても発注の承認は総務部門調達室長が行うこととするなど、すべての契

約について事務職員が承認を行う体制を整備し、不正防止に努めるものとする。 

 

（２）随意契約に関する内部統制の確立  

少額以外の随意契約を締結しようとする案件については、機構内に設置された契約審

査委員会において、事前に機構契約事務細則における「随意契約によることができる事

由」との適合を厳しく吟味し、より競争性のある調達手続の実施の可否の観点から審査

を受けることとする。  

 

（３）適正な検収の実施  

不祥事等の発生を未然に防止するため、「公的研究費の管理・監査のガイドライン（平

成26年2月改正）」を踏まえ、全ての購入物品、役務、工事において、発注者の検査のほ

か、事務部門職員による第三者検収を引き続き実施する。 

 

（４）資産等の適正な管理及び保管状況の確認 

   換金性が高い物品を含む固定資産等の管理について、固定資産等管理細則等に基づき、

適切に実施する。 

 

（５）不祥事等の発生の未然防止等の取組 

① 研究費不正防止に関わる規程類に基づき、リスク管理を実施する。研究費の運営・管

理に関わる全ての職員等に対し不正防止に関する定期的な研修の受講を義務付けると

ともに、e-learningプログラム等による研修機会の提供を行う。 

② 調達に関するマニュアル類は不断の見直しを行い、改訂した場合は機構内イントラ

ネット等を通じ、職員に周知徹底を図るものとする。さらに会計検査院の決算検査報

告に掲載された事案や新聞報道などで取り上げられた他法人等の事案のうち、機構に

も大きな影響を与えるものと思料される事案については、機構内イントラネットなど
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を活用し、注意喚起を行う。 

③ 調達等に係る取引業者に対し、「いかなる不正、不適切な行為に関与しないこと」等

を盛り込んだ誓約書の提出を求めており、引き続き誓約書の受領に取り組む。 

 

４．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評価

の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を文部科学大臣に報告し、文部科学大

臣の評価を受ける。文部科学大臣の評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・

策定等に反映させるものとする。 

 

５．推進体制 

（１）推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、契約審査委員会において調達等合理化

に取り組むものとする。 

    総括責任者 総務担当理事(委員長) 

    副総括責任者 総務部門長 

    メンバー 経営企画部門経営戦略室長 

総務部門経理室長 

総務部門調達室長  

ほか 研究者を含む委員長の指名する者 

また、契約審査委員会の下に実務作業を行う契約担当職員で構成される推進チームを

置き、計画の推進に係る実務を担うこととする。 

 

（２）契約監視委員会 

   監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己評価

の際の点検を行うとともに、これに関連して、理事長が定める規程（競争性のない随意

契約及び一般競争入札等における競争性の確保（一者応札））に該当する個々の契約案件

の事後点検を行い、その審議概要を公表する。 

 

６．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、機構のホームページにて公表するも

のとする。 

   なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理

化計画の改定を行うものとする。  


